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令和７年度定例監査結果報告書 

 

第１　監査の種類　 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項による定例監査 

　　 

第２　監査の対象　学校教育課（令和７年１２月３１日現在） 

 

第３　監査の実施期日　令和８年２月２５日（場所：市役所第３委員会室） 

 

第４　監査の着眼点 

　　監査の実施にあたり、主な着眼点を次のとおりとした。 

① 財務に関する事務の執行が適正かつ合理的に行われているか。 

② 事務事業の執行が経済性及び有効性の観点から、合理的かつ効率的に行われてい

るか。 

③ 事務処理で法令等に違反するものはないか。 

④ 現金等の保管及び取扱いは適正か。 

⑤ 補助金について、補助基準に沿って適正に執行されているか。 

⑥ 委託料について、委託内容や契約方法が適切であるか。 

 

第５　監査の実施内容 

匝瑳市監査基準に準拠し、必要な資料の提出を求め予備調査等を行い、所属長及び

関係職員から説明聴取を実施し質疑、資料等の検査を行った。 

 

第６　監査の結果 

　　　財務事務及び事務事業の執行は、おおむね適正であると認められた。 
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第７　学校教育課の概要 

⑴　所管事務 

総務班

・教育委員会の会議に関すること。 ・職員(学校職員を除く。)の研修に関すること。

・請願及び陳情に関すること。 ・教育行政の相談に関すること。

・教育委員及び教育長の秘書に関すること。 ・学校施設の管理に関すること。

・公印の管守に関すること。 ・学校の配置及び廃止に関すること。

・儀式及び顕彰に関すること。 ・

・

・学校の備品購入（教材備品を除く。)に関すること。

・公告式に関すること。 ・学校の予算配当に関すること。

・教育機関の設置、管理及び廃止に関すること。 ・学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の委嘱に関すること。

・課長会議に関すること。 ・附属機関の委員の委嘱及び任命に関すること。

・ ・学校再編計画検討委員会に関すること。

・大綱の策定に関すること。

・文書の受領、配布、発送、保存及び廃棄に関すること。 ・総合教育会議に関すること。

・専用自動車の管理に関すること。 ・課の庶務に関すること。

・ ・

指導班

・教育課程に関すること。 ・教育相談に関すること。

・学習指導に関すること。 ・進路指導に関すること。

・生徒指導に関すること。 ・学校訪問に関すること。

・長期欠席・不登校対策に関すること。 ・教科書の選定等に関すること。

・学校、警察及び関係機関の連携に関すること。 ・研究指定校に関すること。

・学校職員の研修に関すること。 ・児童生徒の大会及び発表会に関すること。

・就学指導及び教育支援委員会に関すること。 ・副読本の作成及び調査研究に関すること。

・幼児教育における研修に関すること。 ・スクールカウンセラーとの連絡調整に関すること。

・国際理解教育に関すること。 ・スクールソーシャルワーカーとの連絡調整に関すること。

・特別支援教育に関すること。 ・学校非常勤講師の活用に関すること。

・人権教育に関すること。 ・放課後児童クラブに関すること。

・健康教育に関すること。 ・放課後子ども教室に関すること。

・情報教育に関すること。 ・指導センターに関すること。

・学校の安全教育に関すること。 ・

・サタデースクールに関すること。

学務班

・学校の通学区域の設定及び変更に関すること。 ・育英資金の貸付けに関すること。

・児童及び生徒の就学に関すること。 ・学校保健及び健診に関すること。

・学校の組織編制及び学級編制に関すること。 ・学校保健会に関すること。

・学齢簿の調整及び保管に関すること。 ・学校結核対策委員会に関すること。

・児童生徒の安全対策に関すること。 ・学校教育における調査及び統計に関すること。

・ ・学校非常勤講師の任用に関すること。

・学校支援ボランティア活動の推進に関すること。

・学校職員の叙位、叙勲等の内申に関すること。 ・学校給食センターとの連絡に関すること。

・教科書の給付及び教材備品の整備に関すること。 ・日本スポーツ振興センター災害共済に関すること。

・準要保護者の認定及び就学奨励費に関すること。 ・

・

教育施設整備室

・ ・教育施設の維持管理に関すること。

・教育施設整備計画に関すること。

・学校施設台帳の整備及び保管に関すること。

学校施設（学校体育施設開放を除く。)の目的外使用に関
すること。教育委員会規則及び訓令の制定改廃その他法規事務に

関すること。

教育行政諸施策の総括及び各課の事務分掌の連絡調整
に関すること。

職員（県費負担教職員を除く。)の任用、服務及び分限
懲戒に関すること。

前各号に掲げるもののほか、他課の所管に属さないこ
と。

前各号に掲げるもののほか、学校教育の指導に関するこ
と。

学校職員の任免その他進退に関する内申及び服務に関
すること。

前各号に掲げるもののほか、学校管理事務一般に関する
こと。市立幼稚園（施設の管理並びに子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）第２０条及び第３０条の
５に規定する認定を除く。）に関すること。

学校施設（用地を含む。)その他の教育委員会の管理に
係る施設（以降「教育施設」という。）の整備及び建
築に関すること。



 

⑵　職員配置状況（令和７年１２月３１日現在） 

　　  

 

⑶　予算の執行状況（令和７年１２月３１日現在） 

① 総務班 

　  

 

 

② 指導班 

　

単位：人

学校教育課

担 当 区 分 一 般 職 員 数 暫定再任用職員数 会計年度任用職員数

課長 1 - -

総務班 4 - -

指導班 6 - 4

学務班 4 - 2

教育施設整備室 - - 1

計 15 0 7

担　当　別　内　訳

22

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

使用料及び手数料 91,000 91,690 91,690 0 100.76 100.00 
寄附金 21,000 20,000 20,000 0 95.24 100.00 
諸収入 2,737,000 358,805 328,283 30,522 11.99 91.49 

合計 2,849,000 470,495 439,973 30,522 15.44 93.51 

単位：円、％

歳入科目

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

教育委員会事務費 2,214,000 1,577,082 1,577,082 636,918 71.23 
総務事務局費 3,509,000 1,674,482 1,340,265 1,834,518 47.72 
小学校施設維持管理費 64,303,000 45,826,103 37,170,000 18,476,897 71.27 
小学校施設整備事業 21,266,000 16,409,030 15,625,500 4,856,970 77.16 
スクールバス運行事業 20,900,000 17,037,499 12,285,499 3,862,501 81.52 
中学校施設維持管理費 31,406,000 21,823,135 16,420,661 9,582,865 69.49 
中学校施設整備事業 3,300,000 1,287,000 1,287,000 2,013,000 39.00 
幼稚園管理費 5,737,000 1,603,059 1,204,682 4,133,941 27.94 
公立学校施設災害復旧費 7,000 0 0 7,000 0.00 

合計 152,642,000 107,237,390 86,910,689 45,404,610 70.25 

単位：円、％

歳出科目

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

国庫支出金 1,007,000 1,037,000 0 1,037,000 0.00 0.00 
県支出金 15,028,000 9,118,000 0 9,118,000 0.00 0.00 
諸収入 26,897,000 21,530,000 19,360,500 2,169,500 71.98 89.92 

合計 42,932,000 31,685,000 19,360,500 12,324,500 45.10 61.10 

単位：円、％

歳入科目



 

　  

 

③ 学務班 

　　  

　　

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

指導事務局費 5,867,000 4,138,043 4,138,043 1,728,957 70.53 
子どもサポート事業 15,000 9,966 5,104 5,034 66.44 
外国青年招致事業 3,392,000 2,588,310 2,362,310 803,690 76.31 
放課後児童クラブ育成事業 13,312,000 9,499,794 6,163,436 3,812,206 71.36 
放課後子ども教室推進事業 1,203,000 460,707 405,267 742,293 38.30 
サタデースクール事業 216,000 88,038 88,038 127,962 40.76 
職員研修事業 326,000 266,000 228,000 60,000 81.60 
教科別研究事業 2,612,000 1,692,296 1,394,836 919,704 64.79 
スクールソーシャルワーカー設置事業 36,000 19,846 17,415 16,154 55.13 
外国語教育推進事業 30,000 0 0 30,000 0.00 
児童教育活動費 1,266,000 1,067,291 1,067,291 198,709 84.30 
生徒教育活動費 868,000 668,778 652,820 199,222 77.05 

合計 29,143,000 20,499,069 16,522,560 8,643,931 70.34 

単位：円、％

歳出科目

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

分担金及び負担金 837,000 830,820 830,360 460 99.21 99.94 
使用料及び手数料 7,000 1,500 1,500 0 21.43 100.00 
国庫支出金 52,618,000 3,830,000 0 3,830,000 0.00 0.00 
財産収入 108,000 152,392 152,392 0 141.10 100.00 
諸収入 428,000 13,610 13,610 0 3.18 100.00 

合計 53,998,000 4,828,322 997,862 3,830,460 1.85 20.67 

単位：円、％

歳入科目

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

基金繰出金 152,392 152,392 152,392 0 100.00 
学校支援ボランティア事業 216,000 21,400 21,400 194,600 9.91 
学務事務局費 12,208,608 3,451,784 2,919,604 8,756,824 28.27 
補助教員配置事業 50,000 8,074 8,074 41,926 16.15 
小学校費
小学校管理費 5,075,000 3,098,909 2,960,694 1,976,091 61.06 
小学校教育振興費 3,569,000 2,553,582 2,048,319 1,015,418 71.55 
特別支援教育就学奨励費 5,615,000 0 0 5,615,000 0.00 
要保護及び準要保護援助費 14,487,000 4,861,368 4,861,368 9,625,632 33.56 
校務支援システム活用事業 5,770,000 5,769,420 3,635,080 580 99.99 
学習用パソコン活用事業 155,537,000 61,922,187 0 93,614,813 39.81 
校務用パソコン活用事業 7,766,000 6,535,747 1,943,743 1,230,253 84.16 
公衆無線ＬＡＮ環境推進事業 212,000 211,200 0 800 99.62 
中学校費
中学校管理費 2,855,000 1,957,768 1,799,093 897,232 68.57 
中学校教育振興費 13,039,000 11,913,186 11,691,282 1,125,814 91.37 
特別支援教育就学奨励費 4,298,000 0 0 4,298,000 0.00 
要保護及び準要保護援助費 11,581,000 5,249,325 5,249,325 6,331,675 45.33 
校務支援システム活用事業 1,732,000 1,730,820 1,090,520 1,180 99.93 
学習用パソコン活用事業 84,900,000 32,241,927 0 52,658,073 37.98 
校務用パソコン活用事業 5,278,000 4,523,741 2,261,579 754,259 85.71 
公衆無線ＬＡＮ環境推進事業 53,000 52,800 0 200 99.62 
幼稚園費
無償化給付事業 502,000 0 0 502,000 0.00 

合計 334,896,000 146,255,630 40,642,473 188,640,370 43.67 

単位：円、％

歳出科目



 

　　

幼稚園・小中学校

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

平和小学校管理費・教育振興費 2,869,000 2,440,904 2,407,695 428,096 85.08 
椿海小学校管理費・教育振興費 3,096,000 2,097,939 1,869,759 998,061 67.76 
八日市場小学校管理費・教育振興費 4,290,000 2,885,180 2,561,302 1,404,820 67.25 
豊栄小学校管理費・教育振興費 3,005,000 2,050,394 2,050,394 954,606 68.23 
須賀小学校管理費・教育振興費 2,837,000 1,831,848 1,831,848 1,005,152 64.57 
共興小学校管理費・教育振興費 1,952,000 1,517,746 1,424,146 434,254 77.75 
吉田小学校管理費・教育振興費 1,735,000 1,136,718 1,013,536 598,282 65.52 
豊和小学校管理費・教育振興費 2,019,000 1,771,908 1,738,961 247,092 87.76 
栄小学校管理費・教育振興費 2,501,000 1,767,097 1,652,213 733,903 70.66 
野田小学校管理費・教育振興費 3,163,000 2,782,865 2,369,865 380,135 87.98 

計 27,467,000 20,282,599 18,919,719 7,184,401 73.84 
八日市場第一中学校管理費・教育振興費 4,182,000 2,250,080 2,131,821 1,931,920 53.80 
八日市場第二中学校管理費・教育振興費 5,071,000 4,134,231 3,872,499 936,769 81.53 
野栄中学校管理費・教育振興費 3,421,000 1,660,684 1,604,838 1,760,316 48.54 

計 12,674,000 8,044,995 7,609,158 4,629,005 63.48 

八日市場幼稚園管理費 920,000 566,429 566,429 353,571 61.57 
合計 41,061,000 28,894,023 27,095,306 12,166,977 70.37 

単位：円、％

歳出科目



 

 

令和７年度定例監査結果報告書 

 

第１　監査の種類　 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項による定例監査 

　　 

第２　監査の対象　生涯学習課（令和７年１２月３１日現在） 

 

第３　監査の実施期日　令和８年２月２５日（場所：市役所第３委員会室） 

 

第４　監査の着眼点 

　　監査の実施にあたり、主な着眼点を次のとおりとした。 

① 財務に関する事務の執行が適正かつ合理的に行われているか。 

② 事務事業の執行が経済性及び有効性の観点から、合理的かつ効率的に行われてい

るか。 

③ 事務処理で法令等に違反するものはないか。 

④ 現金等の保管及び取扱いは適正か。 

⑤ 補助金について、補助基準に沿って適正に執行されているか。 

⑥ 委託料について、委託内容や契約方法が適切であるか。 

 

第５　監査の実施内容 

匝瑳市監査基準に準拠し、必要な資料の提出を求め予備調査等を行い、所属長及び

関係職員から説明聴取を実施し質疑、資料等の検査を行った。 

 

第６　監査の結果 

　　　財務事務及び事務事業の執行は、おおむね適正であると認められた。 

 

 

 

 

 



 

 

第７　生涯学習課の概要 

⑴　所管事務 

　　  

 

⑵　職員配置状況（令和７年１２月３１日現在） 

　　  

 

⑶　予算の執行状況（令和７年１２月３１日現在） 

　①スポーツ振興班 

　  

スポ－ツ振興班

・スポーツ推進審議会に関すること。 ・社会体育施設に関すること。

・スポーツ推進委員に関すること。 ・

・スポーツ活動の奨励、指導及び助言に関すること。

・社会体育関係団体の指導及び育成に関すること。 ・課の庶務に関すること。

・学校体育施設の開放に関すること。

生涯学習室

生涯学習班

・社会教育委員、文化財審議会委員、社会教育指導 ・

員及び家庭教育指導員に関すること。

・生涯学習の奨励及び普及に関すること。 ・青少年の健全育成に関すること。

・社会教育関係団体の指導及び育成に関すること。 ・

・文化財の調査及び保護に関すること。

・芸術文化の振興に関すること。 ・匝瑳市生涯学習センターに関すること。

・視聴覚教育に関すること。 ・匝瑳市野栄福祉センターの管理に関すること。

・公民館及び図書館の連絡調整に関すること。 ・室の庶務に関すること。

前各号に掲げるもののほか、スポーツの振興に関
すること。

生涯学習の推進組織及び関係機関、団体との連絡
調整に関すること。

前各号に掲げるもののほか、生涯学習の振興に関
すること。

単位：人

生涯学習課

担 当 区 分 一 般 職 員 数 暫定再任用職員数 会計年度任用職員数

課長 1 - -

スポーツ振興班 5 - 17

生涯学習室生涯学習班 4 - 10

計 10 0 27

担　当　別　内　訳

37

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

使用料及び手数料 10,920,000 6,856,926 6,837,816 19,110 62.62 99.72 
財産収入 34,000 33,884 33,884 0 99.66 100.00 
諸収入 12,156,000 511,157 470,111 41,046 3.87 91.97 

合計 23,110,000 7,401,967 7,341,811 60,156 31.77 99.19 

単位：円、％

歳入科目



 

 

 

 

　②生涯学習室 生涯学習班 

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

保健体育総務事務費 1,879,000 735,599 711,514 1,143,401 39.15 
スポーツ健康推進事業 2,583,000 1,939,645 1,657,125 643,355 75.09 
保健体育団体育成事業 6,550,000 6,550,000 6,550,000 0 100.00 
保健体育施設管理費 3,593,000 2,966,431 2,520,257 626,569 82.56 
ドーム管理費 20,268,000 13,114,022 12,164,448 7,153,978 64.70 
アリーナ管理費 23,237,000 14,631,413 12,966,052 8,605,587 62.97 
パークゴルフ場管理費 16,818,000 7,950,849 6,703,047 8,867,151 47.28 

合計 74,928,000 47,887,959 43,272,443 27,040,041 63.91 

単位：円、％

歳出科目

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

使用料及び手数料 361,000 221,620 221,620 0 61.39 100.00 
県支出金 1,427,000 377,000 377,000 0 26.42 100.00 
寄附金 300,000 300,000 300,000 0 100.00 100.00 
諸収入 116,000 56,349 56,349 0 48.58 100.00 

合計 2,204,000 954,969 954,969 0 43.33 100.00 

単位：円、％

歳入科目

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

社会教育総務事務費 3,697,000 2,902,233 2,902,233 794,767 78.50 
社会教育団体育成事業 1,536,000 1,490,000 1,402,000 46,000 97.01 
ふるさと自然散策道管理事業 380,500 211,639 131,550 168,861 55.62 
フロンティア学寮事業 345,000 221,500 221,500 123,500 64.20 
二十歳のつどい委託事業 470,000 470,000 470,000 0 100.00 
文化財保護活用事業 8,307,000 1,655,597 1,589,017 6,651,403 19.93 
青少年体験活動推進事業 97,000 89,110 89,110 7,890 91.87 
青少年健康推進事業 40,000 30,000 30,000 10,000 75.00 

857,000 826,540 826,540 30,460 96.45 

埋蔵文化財調査費 2,623,500 16,500 16,500 2,607,000 0.63 
生涯学習講座開催事業 543,000 379,842 361,842 163,158 69.95 
優秀映画鑑賞推進事業 219,000 200,467 0 18,533 91.54 
生涯学習センター管理費 11,926,000 8,775,104 7,905,013 3,150,896 73.58 
福祉センター管理費 1,428,000 1,127,004 897,654 300,996 78.92 

合計 32,469,000 18,395,536 16,842,959 14,073,464 56.66 

単位：円、％

歳出科目

家庭教育力活性化支援事業（家
庭教育学級）



 

令和７年度定例監査結果報告書 

 

第１　監査の種類　 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項による定例監査 

　　 

第２　監査の対象　野栄総合支所（令和７年１２月３１日現在） 

 

第３　監査の実施期日　令和８年２月２５日（場所：市役所第３委員会室） 

 

第４　監査の着眼点 

　　監査の実施にあたり、主な着眼点を次のとおりとした。 

① 財務に関する事務の執行が適正かつ合理的に行われているか。 

② 事務事業の執行が経済性及び有効性の観点から、合理的かつ効率的に行わ

れているか。 

③ 事務処理で法令等に違反するものはないか。 

④ 現金等の保管及び取扱いは適正か。 

⑤ 委託料について、委託内容や契約方法が適切であるか。 

 

第５　監査の実施内容 

匝瑳市監査基準に準拠し、必要な資料の提出を求め予備調査等を行い、所

属長及び関係職員から説明聴取を実施し質疑、資料等の検査を行った。 

 

第６　監査の結果 

　　　財務事務及び事務事業の執行は、おおむね適正であると認められた。 

 

 

 

 

 

 



 

第７　野栄総合支所の概要 

⑴　所管事務 

　  

野栄総合支所

・ 文書の受領、配付、発送及び廃棄に関すること。・ 防災に関すること。

・ 防災行政無線に関すること。 ・ 支所庁舎の管理に関すること。

・ 庁用自動車の安全運転に関すること。 ・ 共用自動車の管理に関すること。

・ 共用備品の管理に関すること。 ・ 戸籍の受付及び記載に関すること。

・ 住民基本台帳の記録に関すること。 ・ 戸籍の附票の作成に関すること。

・ 印鑑登録に関すること。 ・ 自動車の臨時運行許可に関すること。

・ 埋火葬及び改葬許可に関すること。 ・ マイナンバーに関すること。

・ 国民健康保険に係る給付に関すること。 ・ 国民健康保険の資格得喪に関すること。

・ 国民年金の給付に関すること。 ・ 国民年金の資格得喪及び変更に関すること。

・ 特別障害給付金に関すること。 ・ 福祉年金に関すること。

・ 後期高齢者医療の資格得喪に関すること。 ・ 年金生活者支援給付金に関すること。

・ 市民税の申告相談及び申告の受付に関すること。 ・ 千葉県後期高齢者医療広域連合に関すること。

・ 原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に・ 市民税の賦課に係る相談に関すること。

関すること。 ・ 国民健康保険税に係る相談に関すること。

・ 受託及び委託収納に関すること。 ・ 土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の閲

・ 納税相談に関すること。 覧に関すること。

・ 戸籍の謄抄本、住民票の写し、印鑑登録証明書、所・ 市税、後期高齢者医療保険料及び介護保険料の未

得証明書、固定資産評価証明書その他諸証明の交 納者に対する納付書の作成及び交付に関すること。

付に関すること。 ・ 市税、後期高齢者医療保険料、介護保険料その他

・ 保健相談、健康教育及び保健指導に関すること。 の現金の収納及び保管に関すること。

・ がん検診のその他の検診に関すること。 ・ 健康診査に関すること。

・ 栄養改善に係る相談に関すること。 ・ 健康手帳の配布に関すること。

・ 歯科保健事業に関すること。 ・ 子ども医療費助成金に関すること。

・ 保健推進員活動に関すること。 ・ 予防接種に関すること。

・ 特別障害者手当、障害児福祉手当及び福祉手当 ・ 重度知的障害者及びねたきり身体障害者福祉手当

・ に関すること。 に関すること。

・ 重度心身障害者(児)の医療給付に関すること。 ・ 難病療養者給付金に関すること。

・ 戦傷病者及び戦没者遺族等並びに旧軍人及び軍 ・ 災害状況の把握に関すること。

属に関すること。 ・ 日本赤十字社の社資の募集に関すること。

・ 生活保護法(昭和25年法律第144号)に基づく保護 ・ 身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福

の相談に関すること。 祉手帳の交付に関すること。

・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律(平成17年法律第123号)に基づく自立 るための法律(平成17年法律第123号)に基づく自立

・ 支援給付に関すること。 支援医療(精神通院)に関すること。

・ 障害者(児)の福祉に関すること。 ・ 児童福祉法(昭和22年法律第164号)に係る相談に関

・ 母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和39年法律第 すること。

129号)に基づく相談に関すること。 ・ 保育所に関すること。

・ 児童扶養手当及び特別児童扶養手当に関すること。・ 児童手当に関すること。

・ 介護予防及び生活支援に関すること。 ・ ひとり親家庭等医療費等の助成に関すること。

・ 介護保険に係る相談に関すること。 ・ 高齢者福祉の相談に関すること。

・ 介護保険の保険給付に関すること。 ・ 防犯に関すること。

・ 交通安全指導に関すること。 ・ 交通災害共済加入申込書及び見舞金請求書の受付

・ 区長及び連絡員に関すること。 に関すること。

・ 旧町有地の相談に関すること。 ・ 野栄ふれあい公園に関すること。

・ 交通安全施設の維持補修に関すること。 ・ 市道の維持補修に関すること。

・ 公害の苦情相談に関すること。 ・ 畜犬登録及び狂犬病予防に関すること。

・ そ族及び有害昆虫の駆除に係る相談に関すること。 ・ ごみの減量化及びリサイクルに関すること。

・ 不法投棄物及び動物死骸の処理に関すること。 ・ 地域振興に関すること。

・ 放射能の測定に関すること。 ・ 米政策改革に基づく実施計画書の受付に関すること。

・ 農業振興地域整備計画の変更に係る相談及び同計・ 農業経営基盤強化促進事業に係る受付に関すること。

画の管理に関すること。 ・ 畜産農家対象調査の受付に関すること。

・ 畜産のワクチン接種に係る書類の受付に関すること。・ 船員手帳の交付並びに雇入申請書及び雇止申請書

・ 農業団体に関すること。 ・ の受付に関すること。

・ 農業用排水に係る相談に関すること。 ・ 野手弁天池農村公園の管理に関すること。

・ 湛水防除事業に関すること。 ・ 海水浴場に関すること。

・ 計量に関すること。 ・ のさかふれあい祭りに関すること。

・ 専用公印の管守に関すること。 ・ 求人情報事務に関すること。

・ 総合支所の庶務に関すること。



 

⑵　職員配置状況（令和７年１２月３１日現在） 

　  
 

　⑶　予算の執行状況（令和７年１２月３１日現在） 

  　  
 

　　

単位：人

野栄総合支所

担 当 区 分 一 般 職 員 数 暫定再任用職員数 会計年度任用職員数

支所長 1 - -

事務局 3 3 7

計 4 3 7

担　当　別　内　訳

14

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

使用料及び手数料 27,000 20,421 20,421 0 75.63 100.00 
諸収入 137,000 34,563 34,563 0 25.23 100.00 

合計 164,000 54,984 54,984 0 33.53 100.00 

単位：円、％

歳入科目

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

総合支所管理費 30,145,300 24,941,290 11,728,951 5,204,010 82.74 
公用車管理費 818,000 582,374 582,374 235,626 71.19 

合計 30,963,300 25,523,664 12,311,325 5,439,636 82.43 

単位：円、％

歳出科目



 

令和７年度定例監査結果報告書 

 

第１　監査の種類　 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項による定例監査 

　　 

第２　監査の対象　公民館（令和７年１２月３１日現在） 

 

第３　監査の実施期日　令和８年２月２５日（場所：市役所第３委員会室） 

 

第４　監査の着眼点 

　　監査の実施にあたり、主な着眼点を次のとおりとした。 

① 財務に関する事務の執行が適正かつ合理的に行われているか。 

② 事務事業の執行が経済性及び有効性の観点から、合理的かつ効率的に行わ

れているか。 

③ 事務処理で法令等に違反するものはないか。 

④ 現金等の保管及び取扱いは適正か。 

⑤ 委託料について、委託内容や契約方法が適切であるか。 

 

第５　監査の実施内容 

匝瑳市監査基準に準拠し、必要な資料の提出を求め予備調査等を行い、所

属長及び関係職員から説明聴取を実施し質疑、資料等の検査を行った。 

 

第６　監査の結果 

　　　財務事務及び事務事業の執行は、おおむね適正であると認められた。 

 

第７　公民館の概要 

⑴　所管事務 

　　  

管理班

・公民館の施設及び備品の管理並びに利用許可に関すること。

・郷土資料等の収集、保存及び利用に関すること。

・公民館運営審議会委員の委嘱及びその会議に関すること。

・公印の管守に関すること。

・所掌予算の経理に関すること。

・文書の収受、発送及び保管に関すること。

・調査、統計及び広報に関すること。

・公民館主催事業の立案及び運営に関すること。

・自主的団体(サークル)の活動の推進に関すること。

・教育文化事業への協力に関すること。

・前各号に掲げるもののほか、公民館の管理及び運営に関すること。

・館の庶務に関すること。



 

⑵　職員配置状況（令和７年１２月３１日現在） 

　　  

 

⑶　予算の執行状況（令和７年１２月３１日現在） 

 

 

単位：人

公民館

担 当 区 分 一 般 職 員 数 暫定再任用職員数 会計年度任用職員数

館長 1 - -

管理班 1 - 4

計 2 0 4

※館長は図書館長兼務

担　当　別　内　訳

6

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

使用料及び手数料 565,000 407,400 400,570 6,830 70.90 98.32 
諸収入 195,000 98,090 98,090 0 50.30 100.00 

合計 760,000 505,490 498,660 6,830 65.61 98.65 

単位：円、％

歳入科目

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

公民館管理費 3,677,000 2,476,775 2,277,235 1,200,225 67.36 
公民館まつり開催事業 250,000 250,000 250,000 0 100.00 
高齢者教室開催事業 789,000 473,392 473,392 315,608 60.00 
公民館講座開催事業 1,703,000 1,107,652 1,107,652 595,348 65.04 

合計 6,419,000 4,307,819 4,108,279 2,111,181 67.11 

単位：円、％

歳出科目



 

令和７年度定例監査結果報告書 

 

第１　監査の種類　 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項による定例監査 

　　 

第２　監査の対象　図書館（令和７年１２月３１日現在） 

 

第３　監査の実施期日　令和８年２月２５日（場所：市役所第３委員会室） 

 

第４　監査の着眼点 

　　監査の実施にあたり、主な着眼点を次のとおりとした。 

① 財務に関する事務の執行が適正かつ合理的に行われているか。 

② 事務事業の執行が経済性及び有効性の観点から、合理的かつ効率的に行わ

れているか。 

③ 事務処理で法令等に違反するものはないか。 

④ 現金等の保管及び取扱いは適正か。 

⑤ 委託料について、委託内容や契約方法が適切であるか。 

 

第５　監査の実施内容 

匝瑳市監査基準に準拠し、必要な資料の提出を求め予備調査等を行い、所

属長及び関係職員から説明聴取を実施し質疑、資料等の検査を行った。 

 

第６　監査の結果 

　　　財務事務及び事務事業の執行は、おおむね適正であると認められた。 

 

第７　図書館の概要 

⑴　所管事務 

　　  

管理班

・図書館の管理及び運営に関すること。

・施設、設備及び備品の維持管理に関すること。

・図書館協議会に関すること。

・公印の管守に関すること。

・市史に関すること。

・所掌予算の経理に関すること。

・文書の収受、発送及び保管に関すること。

・図書館資料の閲覧及び貸出しに関すること。

・図書館資料の収集に関すること。

・図書館資料の分類、整理、保存及び処分に関すること。

・広報及び統計に関すること。

・読書相談に関すること。

・図書館資料の紹介に関すること。

・読書会、鑑賞会、研究会、展示会等の主催及び奨励に関すること。

・館の庶務に関すること。



 

⑵　職員配置状況（令和７年１２月３１日現在） 

　　  

 

⑶　予算の執行状況（令和７年１２月３１日現在） 

 

 

単位：人

図書館

担 当 区 分 一 般 職 員 数 暫定再任用職員数 会計年度任用職員数

館長 1 - -

管理班 3 - 12

計 4 0 12

※館長は公民館長兼務

担　当　別　内　訳

16

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

使用料及び手数料 1,000 3,090 3,090 0 309.00 100.00 
諸収入 113,000 32,006 29,496 2,510 26.10 92.16 

合計 114,000 35,096 32,586 2,510 28.58 92.85 

単位：円、％

歳入科目

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

図書館管理費 11,550,480 9,397,500 7,084,690 2,152,980 81.36 
読書普及促進事業 14,462,000 10,229,743 8,532,785 4,232,257 70.74 
施設維持管理費 41,991,000 30,998,978 24,897,470 10,992,022 73.82 

合計 68,003,480 50,626,221 40,514,945 17,377,259 74.45 

単位：円、％

歳出科目



令和７年度定例監査結果報告書 

 

第１　監査の種類　 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項による定例監査 

　　 

第２　監査の対象　学校給食センター（令和７年１２月３１日現在） 

 

第３　監査の実施期日　令和８年２月２５日（場所：市役所第３委員会室） 

 

第４　監査の着眼点 

　　監査の実施にあたり、主な着眼点を次のとおりとした。 

① 財務に関する事務の執行が適正かつ合理的に行われているか。 

② 事務事業の執行が経済性及び有効性の観点から、合理的かつ効率的に行わ

れているか。 

③ 事務処理で法令等に違反するものはないか。 

④ 現金等の保管及び取扱いは適正か。 

⑤ 委託料について、委託内容や契約方法が適切であるか。 

 

第５　監査の実施内容 

匝瑳市監査基準に準拠し、必要な資料の提出を求め予備調査等を行い、所

属長及び関係職員から説明聴取を実施し質疑、資料等の検査を行った。 

 

第６　監査の結果 

　　　財務事務及び事務事業の執行は、おおむね適正であると認められた。 

 

第７　学校給食センターの概要 

⑴　所管事務 

　　  

給食班

・学校給食センター運営委員会に関すること。 ・給食の配送に関すること。

・施設、設備等の維持管理に関すること。 ・給食器具等の整備に関すること。

・給食費に関すること。 ・食育に関すること。

・所掌予算の経理に関すること。 ・学校給食基本調査その他調査に関すること。

・文書の収受、発送及び保管に関すること。 ・学校給食センター研究会に関すること。

・職員の服務に関すること。 ・前各号に掲げるもののほか、給食センターの管理

・栄養及び献立作成に関すること。 及び運営に関すること。

・賄材料の発注及び検収に関すること。 ・学校給食センターの庶務に関すること。

・調理業務に関すること。



⑵　職員配置状況（令和７年１２月３１日現在） 

　　  
 

⑶　予算の執行状況（令和７年１２月３１日現在） 

 

 

単位：人

学校給食センター

担 当 区 分 一 般 職 員 数 暫定再任用職員数 会計年度任用職員数

所長 1 - -

給食班 4 - 2

計 5 0 2

担　当　別　内　訳

7

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

A B C B-C C/A C/B

分担金及び負担金 78,370,000 116,050,510 61,269,350 54,781,160 78.18 52.80 
県支出金 4,158,000 3,795,000 0 3,795,000 0.00 0.00 
諸収入 15,091,000 7,843,947 7,843,947 0 51.98 100.00 

合計 97,619,000 127,689,457 69,113,297 58,576,160 70.80 54.13 

単位：円、％

歳入科目

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

学校給食センター管理費 368,190,386 281,711,510 235,488,514 86,478,876 76.51 

単位：円、％

歳出科目



 

令和７年度定例監査結果報告書 

 

第１　監査の種類　 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項による定例監査 

　　 

第２　監査の対象　監査委員事務局（令和７年１２月３１日現在） 

 

第３　監査の実施期日　令和８年２月２５日（場所：市役所第３委員会室） 

 

第４　監査の着眼点 

　　監査の実施にあたり、主な着眼点を次のとおりとした。 

① 財務に関する事務の執行が適正かつ合理的に行われているか。 

② 事務事業の執行が経済性及び有効性の観点から、合理的かつ効率的に行わ

れているか。 

③ 事務処理で法令等に違反するものはないか。 

 

第５　監査の実施内容 

匝瑳市監査基準に準拠し、必要な資料の提出を求め予備調査等を行い、関

係職員から説明聴取を実施し質疑、資料等の検査を行った。 

 

第６　監査の結果 

　　　財務事務及び事務事業の執行は、おおむね適正であると認められた。 

 

第７　監査委員事務局の概要 

⑴　所管事務 

　　

監査委員事務局

・公印の管守に関すること。

・文書の収受、発送及び保存に関すること。

・監査、審査、検査等に関すること。

・事務局職員の人事及び服務に関すること。

・

・前各号に掲げるもののほか、監査事務に関すること。

所掌事務に係る予算の調整及び執行に関すること。(事務局長及び事務局
職員の給与に関することを除く。)



 

⑵　職員配置状況（令和７年１２月３１日現在） 

　　  

 

⑶　予算の執行状況（令和７年１２月３１日現在） 

 

 

単位：人

監査委員事務局

担 当 区 分 一 般 職 員 数 暫定再任用職員数 会計年度任用職員数

事務局長 1 - -

事務局 1 - -

計 2 0 0

担　当　別　内　訳

2

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B A-B B/A

監査事務費 1,100,000 822,678 778,898 277,322 74.79 

単位：円、％

歳出科目


